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はじめに
1997年のアジア通貨・経済危機を機に、タイでは産業の構造転換が起こり、
自動車産業の生産・輸出拠点としての位置付けを確立した。輸出先国におい
て、自動車分野の関税は製造業の中でも高く、FTAで最も恩恵を受けてい
る分野である。例えば、タイ商務省外国貿易局によれば、タイのASEAN域
内向け輸出において、FTAを活用した輸出上位5品目は、①乗用車（排気
量1，500cc、3，000未満）、②自動車部品、③乗用車（排気量1，500cc未満）、
④二輪車用部品、⑤商用車、と自動車分野が独占している。
本稿では、特に輸送織械分野に焦点をあて、タイでのFTAの特徴を浮き
彫りにする。はじめに、タイのこれまでのFTA政策、特に東アジアで
FTAの核となっているAFTAについて、これまでのASEANの取り組み、
加速化を振り返る。そしてタイのこれまで締結した主なFTAとその現状に
注目し、日系企業の対応・活用状況を概観する。
1．タイのFTA政策とその現状
（り　タイの二国間FTA政策
これまでタイは、日本と同様、通商政策の重点をWTOなど多国間協議に
置いて来た。しかし、新ラウンドの立ち上げがなかなか進まない中、世界的
にFTAの波がじわじわと広がり、このままでは「FTAの空自地帯」であ
る東アジア地域は輸出機会を喪失する可能性があった。そのためタイは
WTOの多国間自由化交渉を見守りつつも、FTA締結に向けて歩を進めた。
タイの通商政策をFTAに一気にかじを切ったのが2001年に登場したタク
シン・シナワット首相（当時）である。タクシン首相は、「外資誘致・輸出
促進」と「地方、農村、中小企業、内需振興対策」を両輪とする「デュアル
・トラック政策」を推し進めた。地方や農村を振興するため、特に大分県を
その起源とする一村一品運動を取り入れるとともに、村落基金1を組み合わ
せ、企業化・ビジネス化を支援した。これら、国内で作られた産品の輸出を
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バックアップするのが「FTA」に課せられた役割だった。
2004年2月当時、タイ工業連盟（FTI）主催のFTAセミナーで、タグシ
ン首相は自らのFTAに対するスタンスをタイ企業に説明している。「FTA
の潮流は避けられない。それならば強制的にやらされるより、自分で計画し
て、進んで始めた方がいい。ゲームはルールを考えたものが勝つ」。タイ政
府はその言葉通り、二国間FTAを次々に打ち出した。タイが独自に締結・
交渉してきたFTAは、豪州、ニュージーランド、日本、バーレーン、イン
ド、ペルー、ベンガル湾多分野技術経済協力イニシアチブ（BIMSTEC）2、
欧州自由貿易連合（EFTA）、米国の7カ国2地域にのはる。またチリ、パキ
スタンともFTA実施における事前研究を行った。
最初にタイが本格的な二国間FTAを締結したのはオーストラリアであり、
2（氾5年1月に発効した。更にニュージーランドとのFTA発効が同年7月で
続く。しかしFTAを核としたタイの対外経済政策は、2006年初め、タクシ
ン一族による株式の不正取引疑惑に端を発した政治混乱、そして2006年9月
に発生した国軍による反タクシン・クーデターにより、中断を余儀なくされ
た。
国軍が擁立したスラユツト暫定政権に対し、タイ工業連盟（FTI）を中心
とした各種産業団体は、既に交渉を終え、署名を残すのみである日本との種
済連携協定（JTEPA）について、一早い署名・発効を求めた。2007年4月、
タイ政府は産業界の強い要望を受ける形でJTEPAに署名、2007年11月に発
効した。これでタイが二国間ベースでFTAを実施している国は、豪州、NZ、
日本の3カ国になった。交渉が中断したその他の国・地域についても、政府
は水面下で交渉再開に向け動いているようではあるが、現在までに、唯一、
高い経済成長力で世界の注目を集めている「インド」交渉が再開されたのみ
である。
民政移管の重要なステップであった下院選挙が2007年12月23日に行われ、
タクシン元首相が率いた「愛国党」が実質的に乗っ取った「国民の力党」が
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過半数に迫るなど大勝を果たした。国民の力党は民主党を除く議席を獲得し
た全ての政党と連立を結成、サマック党首（当時）が第25代首相3に就任し
た。しかし半年後の2008年9月には閣僚の兼業を禁止した憲法に抵触したと
して失職、後任にタクシン元首相の義弟ソムチャイ副首相が就任した。国民
の力党政権は、民主主義のための市民連合（PAD）の反政府活動もあり、内
政の混乱収拾に力を入れざるを得ず、これまで新たにFTA締結を探る動き
はみせていない。しかし同年7月には、ドーハ・ラウンドでの農業および非
農産品市場アクセス分野における関税削減の方式、いわゆるモダリティ合意
に向け、ジュネーブでWTO新多角的貿易交渉の非公式閣僚会議が開かれた
が、農産品の輸入急増時に発動する緊急輸入制限（セーフガード）措置の発
動要件に閑し、米国とインドとが最後まで対立、交渉は決裂した。これに
よって、世界は再び通商政策の軸足を再びFTAに移し始めており、タイに
ついても中断しているFTA交渉を再開させる可能性がある。
（2）ASEANの枠組みの下でのFTA政策
タイは二国間でのFTAを進めるとともに、ASEANの枠組みの中でもそ
の一員としてFTAを推進している。ASEANの最初のFTAはASEAN自
由貿易地域（AFTA）であるが、その開始は1993年に遡る。ASEAN域外で
最初のFTA相手国は中国である。2000年のASEAN首脳会議にあわせて開
催されたASEAN＋3首脳会議において、中国の朱錯基首相（当時）が
ASEAN側に対し、経済協力と自由貿易圏構想に向けた作業部会を設置する
よう提案した。翌年11月にブルネイで開催されたASEAN中国首脳会議で、
中国とASEANとが10年以内の自由貿易地域（ACFTA）設置に合意し、日
本など城外国に衝撃を与えた。
翌2002年11月の首脳会議では早期関税撤廃措置、いわゆるアーリーハーベ
スト措置（EHP）の実施や物品貿易協定などACFTAのフレームワークが盛
り込まれた「中国・ASEAN包括的経済協力枠組み協定」を締結した。これ
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に伴い、20掴年1月から農水産物（HSOl～08類）を対象とLEIIPが実施さ
れた。タイは独自でも中国と関税削減につき交渉、他の加盟国に先行して
2∝I3年10月から、野菜・果物（HSO7、08頬）を対象に両国の関税を一気に撤
廃した。そして2004年11月のASEAN中国首脳会議で、「中国・ASEAN包
括的経済協力枠組み協定における物品貿易協定」を正式に締結した。2（氾5年
7月から関税削減が開始されており、2010年には一部を除き撤廃されること
になる。
中国のASEANへの接近を契機に、ASEANを巡る域外各国の動きが活発
化、2∝姶年3月にはインド（物品貿易協定）、2005年2月には韓国（物品貿
易協定）、豪州・NZ（経済連携）、同年4月には日本（経済連携）と、それぞ
れ交渉が開始された。更に2007年5月には東アジアを越え、EU（包括）との
交渉が始まった。EUとの交渉では、交渉がなかなか進展しないことから、
EUは2∝格年、「スモール・グループ・アプローチ」としてシンガポール、ブ
ルネイとあわせタイに対し、ファストトラックとして先に交渉するよう打
診している4。
その中で先に署名、発効を果たしたのが韓国である。韓国とは交渉開始か
らわずか10カ月後の2005年12月にASEAN韓国FTA（AKFTA）における
物品貿易協定に署名、2007年6月に発効した5。但しタイは、韓国側の関税
削減除外品目に、タイの主要輸出品であるコメや鶏肉が入っていることを不
服とし、署名を見送った。その後、タイと韓国とは個別に交渉、その結果、
特定産品128品目のタイ側輸入関税引き下げ・撤廃につき、当初予定の「2010
、12年」から「2016、17年」に延ばすことを韓国側が容認したことで、約1
年半遅れでタイがAKFTAに加わることになった。
また日本ASEAN包括的経済連携協定（AJCEP）は、2007年11月21日に福
田首相とASEAN側の10人の首脳とで妥結を確認、翌4月に署名した。日本
側は貿易額ベースで93％の品目を撤廃する。うち90％は即時、2％は5年以
内、1％は10年以内にそれぞれ撤廃する。一方、タイを含むASEAN6カ
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国6は10年以内に貿易額・品目数とも90％について関税撤廃を行う。ベトナ
ムは品目数で90％を15年以内に、またカンボジア、ラオス、ミャンマーは同
85％を18年以内に、それぞれ段階的に撤廃することが約束された。
一方、交渉が何度も暗礁に乗り上げ、交渉中止の瀬戸際に立たされながら
も、2008年8月にシンガポールで開催されたASEANインド経済相会議で
ついに安結したのがインドである。除外品日数や原産地規則などを巡り厳し
い交渉が続き、当初、1年半を予定していた交渉は4年半に亘った。その結
果、捻品目数の80％且つ貿易額の75％以上については、一部の品目を除き
2012年末迄に関税が撤廃される。関税削減対象外は489品目以下で且つ貿易
額の5％以内である。豪州・NZについては、物品以外にもサービス貿易や
投資、人の移動等も含む包括的なFTAであり、環境や知的財産等物品以外
の部分でも調整が難航したが、インドと同じ経済相会議の場で妥結した。こ
れらASEANインド、および豪・NZとのFTAは2009年1月に発効する。
物品貿易においてASEANの東アジアにおけるFTA交渉は、2008年に一
段落した。そして2010年以降、次々と関税撤廃が完了し、ASEANをハブと
した東アジアFTAネットワークは完成する。まず先に完成するのが中国と
韓国。両国はASEANとの間での関税を2010年に撤廃する。一方、インドと
の間では2012年末迄、豪州・NZとは2013年迄に、それぞれ関税が撤廃され、
FTAが完成する。ASEANは、東アジアにおけるFTAの「ハブ化」によっ
て、ASEANからの輸出競争力向上を見込んだ投資の拡大を期待している。
2．タイの貿易動向と輸出を強化する輸送機器
（1）FrAで輸出を強化する輸送機器
タイの2（刀2年における総輸出額は685億9，400万ドルであったが、2007年に
は1，635億2，抑0万ドルへと倍増している。この間、タイの輸出は年率19．0％
で拡大したことになる。国・地域別に見れば、タイの最大の輸出相手先は
ASEANであり輸出額は348億7，917万ドル（シェア21．3％）に達する。これ
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にEUが228億5，700万ドル、米国（206億2，∝沿万ドル）、日本（194億4，400
万ドル）、中国（159億3，300万ドル）が続く。
一方、タイの2002年の稔輸入は、598億3，800万ドルであったが、2（氾7年に
は1，305億4，900万ドルへと倍増した。この間、輸入は年率16．9％で拡大して
いる。国別にみると、最大の輸入相手国・地域はASEANで295億700万ドル
（シェア22．6％）、これに日本が256億300万ドル（シェア19．6％）、中国（119
億7，4∝）万ドル）が続く。2002年から07年の臥中国からの輸入は年率32．3％
で拡大しており、シェアも4．9％から9．2％にまで倍増するなど、年々その存
在感が高まっている（図表1）。
図表1　タイの主要国およびFTA締結国との貿易（2002年→2007年）
く輸出ン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：1（氾万ドル、％
金額 世 界 日本 中 国 ASEAN イ ン ド 豪 州 NZ 米 国 EU27
2002年　 総 輸 出 68，594 9，980 3，544 ユ4．165 411 1，637 205 13．440 10．552
輸 送機 器 3，1餉 282 23 634 7 359 52 125 1，054
2（カ7年　 蘇 輸 出 163，529 19．444 15．933 34．879 2，853 6，141 661 20，620 22．857
輸 送機 器 15，743 887 89 4．340 1棚 2，462 161 658 2．011
年平均 成 長率 世 界 日本 中 国 ASEAN イ ン ド 豪 州 NZ 米 国 EU27
総 輸 出 19．0 ユ4．3 35．1 19．7 47．3 30．3 26．4 8．9 16．7
輸 送微 器 38．4 25．8 31．4 46．9 85．1 47．0 25．2 39．4 13．8
構成 比 世 界 日本 中 国 ASEAN イ ン ド 豪 州 NZ 米 国 EU27
2（拍2年　 舵 輸 出 1（滑．0 14．5 5．2 20．7 0．6 2．4 0．3 19．6 15．4
輸 送機 器 1（わ．0 9．1 0．7 20．4 0．2 1ユ．6 1．7 4．0 33．9
2Ⅸ）7年　 総 輸 出 1（泊．0 11．9 9．7 21．3 1．7 3．8 0．4 12．6 14．0
輸 送桟 禅 1∝）．0 5．6 0．6 27．6 1．0 15．6 1．0 4．2 12．8
く輸入〉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：1（泊万ドル、％
金額 世 界 日本 中国 ASEAN イ ン ド 豪 州 NZ 米 国 EU27
2脚 2年　 緩 輸 入 59，838 13，230 2，958 14，187 739 ユ，367 155 4，860 6，5（姫
輸 送機 器 3．516 1．314 83 417 8 11 0 292 494
2（船7年　 総輸 入 130．549 25．603 11，974 29，説汀 1，677 3，705 418 8．455 10．649
輸 送 幾許 6，992 2，903 267 1，108 55 23 1 7q） 941
年平 均 成長 率 世 界 日本 中回 ASEAN イ ン ド 東 川 NZ 米 回 EU27
総輸 入 16．9 14．1 32．3 15．8 17．8 22．1 20．5 11．7 10．4
輸 送 機器 14．7 17．2 26．3 2ユ．6 46．8 15，4 24．1 22．ユ 13．8
構成 比 世 界 日本 中国 ASEAN イン ド 豪 州 NZ 米 国 EU27
2（沿2年　 総輸 入 1（XI．0 22．1 4．9 23．7 1．2 2．3 0．3 8．1 10．9
輸 送 機路 1（敗 0 37．4 2．4 11．9 0．2 0．3 0．0 乱3 14．1
2（氾7年　 総輸 入 1∝）．0 19．6 9．2 22．6 1．3 2．8 0．3 6．5 8．2
輸 送 緩器 1∝〉．0 41．5 3．8 15．8 0．8 0．3 0．0 11．3 13．5
資料：国際貿易投資研究所（lTI）データをもとに作成
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これまで内需中心であった輸送機器産業が、タイを代表する輸出産業に成
長しつつある。2002年に31億4（氾万ドルであった輸出は07年には157億4，300
万ドルへと5年間で5倍の規模、年平均38．4％で成長した。その結果、タイ
の輸出額に占める輸送機器のシェアも、2002年の4．5％から07年には9．6％へ
と拡大した。これを強力に後押ししたのがFTA、中でもASEAN自由貿易
地域（AFTA）である。1993年に開始されたAFTAは、2003年に先行加盟
6カ国で適用対象品目（n）の関税が5％以下に引き下げられ、輸送機器を
中心に利用が本格化した。
（2）FTAで進む輸送機器分野の拠点化
タイにおける輸送機器の競争力変化を測るため、貿易特化係数7を算出す
る。2002年と2007年の貿易特化係数を比較すると、2002年は輸送機器全体で
僅かながら比較劣位を示している（▲6．2）。しかし2∝）7年には比較優位方向
に大きく伸張、38．5ポイントまで一気に拡大した。日本、中国、米国など世
界の主要な自動車生産国に対してタイは、依然として輸送機器関連資本財な
どを輸入に依存しているため、比較劣位にあるものの、ASEAN、インド、
図表2　タイの貿易全体、および輸送機器分野における競争力比較
一℡一輸送機番2002年一●－輸送機器2007年
資料二国際貿易投責研究所（m）データをもとに
一別ニー
豪州、NZ等に対しては競争力を発揮している。
輸送機器が比較優位を拡大させた背景には、タイの自動車産業の構造変化
と、これを後押ししているFTAの存在がある。97年のアジア経済・通貨危
機により、タイ国内市場に注力してきた自動車各社は、危機による国内需要
の急速な冷え込みの影響をまともに受けた。96年に58万9千台に達した国内
自動車販売は、通貨危機翌年の98年には14万4千台と四分の一にまで縮小を
余儀なくされた。また、生産能力も年産100万台体制を構築したばかりで
あったが、98年の設備稼働率は主力の商用車で22．1％、乗用車で13．3％にな
るなど、これまで経験したことのない不況に陥った。その状況の中でタイは、
①国内市場がピックアップトラック主体の世界でも稀な市場であること、②
自動車を下支えする裾野産業が近隣諸国に比べ充実していたこと、などタイ
側要因に加えて、③日本国内でもピックアップが生産されてはいたが、その
ほほ全てが輸出向けであったこと、などもあり、従来日本が行ってきた輸出
向けピックアップ生産機能をタイに移管した。自動車各社はタイ拠点に内需
向けに加えて輸出機能をも担わせることで、集中生産によるスケールメリッ
トの獲得や効率化を通じ競争力の強化を図った。
いすでは2003年6月、日本の主力工場である藤沢工場での生産を停止し、
全てのピックアップ生産をタイに移管した。トヨタも2004年8月、日本国外
の製造拠点4カ所を車両・部品のグローバルな生産・供給拠点として活用す
る初めての試み「IMVプロジェクト」8をスタートさせた。このプロジェク
トでタイはピックアップやSUV（スポーツ用多目的車）の完成車のみならず、
世界10カ国のトヨタ工場にこれらのノックダウン部品を供給するマザー工場
と位置付けられた。こうして日系各社はタイをピックアップトラックを中心
とした自動車の生産・輸出拠点と位置付けた。
これを更に後押ししたのが、2（氾3年にほぼ全ての品目で関税が5％に引き
下げられたAFTAや豪州、NZとのFTAであった。その結果、96年時点で
1万4千台に過ぎなかったタイの自動車輸出は、徐々に輸出志向を強め、
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2003年に23万5千台、そして2（泊7年には69万台に達し、ついに国内販売台数
（63万1千台）を上回るまでになった。2007年の自動車輸出は、乗用車（HS
8703）で41億ドル、商用車（HS8704）で46億ドルであるが、うちASEAN
向けが各々32．5％、6．4％を占め、豪州向けが各々32．7％、19．5％を占めるな
ど、FTAが輸送機器分野に与えた効果は大きい。
3．AFTA実施の経緯とこれまでの取り組み
（1）東アジア最初のFTA「ASEAN自由貿易地域（AFTA）」
外国投資を工業化と外貨獲得に結び付けるべく輸出指向型工業化戦略を推
し進めたASEAN各国で、90年前後よりASEAN各国の経済成長に伴う内需
の拡大により、「ASEAN市場獲得」にも注目が集まるようになった。当時、
日本など外資系企業がASEAN各国市場に参入するには、高関税を払って輸
出するか、投資により市場に製造拠点を設けるか、選択肢は限られていた。
ASEAN城内で重複投資をした大企業も多く、投資効率面で課題となってい
たと同時に、関税障壁によって部品融通をも制限されていた。
この間題に解決の道を与えたのがCEPT（共通効果特恵関税）措置を用い
たASEAN自由貿易地域（AFTA）である。AFTAの主要な目的は、①
ASEAN城内における水平分業体制を強化し、ASEAN諸国の地場産業の競
争力を高めること、②市場規模を拡大し、スケールメリットを確保、外資を
呼び込むこと、③世界的な自由貿易体制への準備、であった㌔
AFTAは1992年1月28日にシンガポールで開催されたASEAN経済相会
議（AEM）で「AFTAにおけるCEPT協定」が署名されたことに始まる。
ここでは品目を①適用品目（n）、②一時的除外品目（TEL；引き下げ準備
が整っていない品目）、③一般的除外品目（GEL；防衛、学術的価値から関
税率削減対象としない品目）、④センシティブ品目（SL；未加工農産物等適
用品目への移行を弾力的に行う品目）、⑤高度センシティブ品目（HSL；米関
連品目等）に分け、皿の関税削減・撤廃を目指した。TEL、SL、HSLも順
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次Ⅲに移行、関税削減・撤廃を実施する。
当初、AFTAのE］標は、93年の発効から5、8年以内にCEPT適用品目
の関税を20％以下に削減、更に20％もしくはそれ以下になった品酎こついて
は、2001年から7年をかけて（2008年）域内関税を0、5％に引き下げると
していた。ASEANには95年にベトナムが加盟し、これにラオス、ミャン
マー（97年）、カンボジア（99年）が続いた。AFTAも10カ国体制となった
が、関税削減スケジュールは後発加盟国に配慮している。
（2）加速するAFTAの関税削減・撤廃
1992年のAFTA創設以降、AFTAに大きな影響を与えたのはアジア通貨
・経済危機である。これまで外国投資を受け入れることで工業化を果たして
きたASEANは、アジア通貨・経済危機により世界の成長センターとしての
信用を失墜させた。更にASEANは「有望な投資対象先」としての位置付け
からも転落しかねないという強い危機感から、関税削減・撤廃の加速化・深
化に踏み切った。アジア通貨・経済危機下で「（輸入拡大による貿易赤字拡
大の懸念もあり）関税削減スケジュールの遅延も止むなし」とされていた中
での加速化・深化は、ASEANの強い危機意識の表れである。
ASEANが最初にAFTAの加速化を打ち出したのはアジア通貨・経済危機
の翌98年である。同年に開催された第12回AFTA評議会（ASEAN各国の
経済閣僚で構成）は、ASEAN先行加盟国が2008年迄に予定していた「ILの
0、5％化」を5年前倒し2003年迄に、ベトナムは2006年迄、ミャンマー・
ラオスは2008年迄に、それぞれ実現することにした。
しかし、閣僚レベルの会議に耗いて同年12月に開催された首脳会議では、
AFTA評議会決定の更なる前倒しを決断した。ここでは「大胆な措置（Bold
measure）」と銘打ち、先行加盟6カ国は、品目数・域内貿易額双方で2000
年迄に90％の品目で、2002年迄に一部を除き全ての品目で、それぞれCEPT
税率を0～5％化することにした。また、後発加盟匡＝こつきベトナムは2003
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年迄に、ラオス・ミャンマーは2005年迄に、関税率0、5％の品目数が最も
多くなるようにし、更に各々3年後には、関税率0％の品目数が最大となる
よう、それぞれ関税削減を進めることも決定した。
翌年1999年の第13回AFTA評議会では、CEPTの目棲関税をこれまでの
「0、5％」から「関税撤廃」に変更、その上でILにつき先行加盟国は2015
年迄に、また後発加盟国は2018年迄に、それぞれ実現することで合意した。
また中間目標として、先行加盟回は2003年迄に品E数の60％で関税を撤廃す
ることで合意している。しかし2カ月後にフィリピンで開催された第3回非
公式ASEAN首脳会議では、更に自由化に向かってアクセルを踏み込んだ。
これまで先行加盟国は2015年、後発加盟国は一部を除き2015年としていた関
税撤廃時期を、それぞれ2010年、2015年に前倒すことを決めた。
ASEAN各国の取り組みは、特定分野に絞って更に推進された。2004年11
月に開催された首脳会読で、「ASEAN優先統合分野枠組み協定」が調印さ
れた。これは前年2003年10月にインドネシア・バリで開催された首脳会議で
合意された第二ASEAN協和宣言（バリ・コンコードⅡ）に基づき、選定さ
れた優先分野の市場統合を加速するものである。関税面では、木製品、自動
車、ゴム製品、繊維・アパレル、農産物加工品、漁業、電子、情報技術（IT）、
ヘルスケアの計9分野4，514品昌を対象に、先行加盟国は関税撤廃を2010年
から3年前倒し2007年迄に、後発加盟国は2012年迄に、それぞれ実施する
ことにした10。ただし品目数の15％はネガティブ品目として、通常のスケ
ジュールでの撤廃が認められている。先行加盟国は中間目標として、2007年
にn全体の80％の関税をゼロとすることを掲げていた。その中間目標を達
成する上で重要なのが「優先統合分野の関税撤廃」である。
AFTAによる関税削減開始から15年、ASEAN各国はAFTAによる城内
関税撤廃（先行加盟6カ国は2010年、後発加盟4カ国は2015年）に向けて着々
と関税削減を進めている。2船8年8月時点で全品目の関税が撤廃されている
シンガポールを筆頭に、ブルネイ（関税撤廃率85．4％）、フィリピン（同
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82．9％）、マレーシア（同82．6％）、インドネシア（同80．0％）、タイ（同80．0
％）が続く。先行加盟国は、達成時期に多少の遅れはあったものの、2007年
の中間目標（CEPT適用品目数の80％で関税を撤廃）を達成した。
また後発加盟国のうちラオスで7割超、ベトナムでも半分超の品目で既に
関税が撤廃されている。関税削減の進展に伴い、AFTAがようやく認知さ
れるようになり、また多国籍企業を中心に活用する企業も増えてきている。
図表3　ASEAN各国の城内関税引き下げ状況（2008年8月時点）
紐 品 目
数
適 用 品 目 （m ）
一 時 的
除外 品
目
（TEL）
一般 的
除 外 品
ロ
（GEL）
セ ン シ テ ィ
7 偶 度 セ
′シ テ ィプ
品 目
（SLJHSL）
関 税率 5％以下 関 税 f率 0％
5％ 超 そ の 他n に 占
め る
シ こしア
Ⅲ に 占
め る
シェ ア
1 ル ネ イ 10，702 9，924 9，924 1（和．0％ 8，472 85．4％ 0 0 0 778 0
イ ン ドネ シア 8．732 8，627 8，620 99．9％ 6．ⅨX） 80．0％ 0 7 0 96 9
マ レu シア 12．331 12，235 12．169 99．5％ 10．112 82．6％ 32 34 0 96 0
フ ィ リ ピ ン 8，873 8，827 8．751 99．1％ 7，321 82．跳 76 0 0 27 19
シ ンガ ポ ー ル 8，298 8，298 8，298 1（私 0も 8．298 1（の．串 0 0 0 0 0
タ イ 8，301 8，301 8，2鶴 99．挑 6．643 80．仇 13 0 0 0 0
限 加 盟 6 カ国
合 計
57，237 騒 ，212 56．050 99．m 47．746 84．鍋 12ユ 41 0 997 28
カ ンボ ジア 10，689 10，454 6．682 63．銚 m 7 ．跳 3．772 0 0 181 別
ラ オス 8．298 7．878 7．87品 1〔沿．0篤 5．7田 73．4篤 0 0 0 221 199
ミ ャ ンマ ー 10．689 10，615 10．611 1∝）．0％ 524 4．9％ 4 0 0 51 23
ベ トナ ム 8．3（拍 8，（炒9 8．伽 9 9乱 れ 4．517 56，用 叫 0 0 201 0
新 規 加 盟
4 カ国 合 計
37．976 37，恥 6 33，180 紗 ，飢 11．561 31．2％ 3，866 0 0 6封 276
ASEANlO合
計
95，213 93，258 89．2割） 95．m 59．307 63．6％ 3，987 41 0 1，651 3朗
（注）（》適用品目（関税引き下げ対象品目）（む一・時的除外品目（引き下げの準備が整っていない品目）③一般
的除外品6（関税率の削減対象としない品目く防衛、学術的価値のあるもの等ン）④センシティブ品目
（適用品眉への移行を弾力的に扱うく未加工農産物ン）⑤高度センシティブ品目くコメ関連品の
・5％を超える品巨＝こは従価税でなく、従韮税を採用している品目も含まれる（マレーシアの31品目（特別粗目。
・品目敦はASEAN統Y一関税コードAHTN（ASEANHarmorllZedTariHNomellClature）2007r但しブルネイ、
カンボジア、ミャンマーはAliTN2（泊7
（出所）ASEANl哺局（2008CEPTPackage）
AFTA評議会によれば、ASEAN先行加盟国の平均域内関税率は93年の
12．76％から2003年には1．91％にまで低下している。以降も徐々に関税削減
が進展、2008年時点で先行加盟6カ国は0．97％、後発加盟国（CLMV）を含
めたASEANlOでも1．95％にまで関税が下がっている。実際に2008年8月
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現在で、CEPT対象品日であるILのうち、先行加盟6カ国で99．7％、新規加
盟国でも89．1％の晶昌で関税率が5％以下に引き下がっている。
4．FTAの企業の活用状況と利用率
（1）ASEAN自由貿易地域（AFTA）
①　輸出面でのCEPTの活用
タイはASEAN域内で最もCEPTが利用されている国のひとつである。
しかし導入当初、関税の引き下げ幅が限定的であったこと、既に各国投資誘
致機関が輪出向け製品に使われる輸入原材料・部品などに対し関税の減免恩
典を付与していたこと等により、企業側のAFTA利用は決して進展してい
るとはいえなかった。2001年において、タイがCEPTを活用した輸出額は
8億5，200万ドルであった。これは同年におけるタイのASEAN向け輸出額
（但しほぼ全ての品目で関税が撤廃されているシンガポールを除く）の14．6
％（利用率）に過ぎなかった。
AFTAに徐々に企業の関心が集まってきたのが2003年前後である。しか
し2003年には、ほとんどの品目の域内取引関税が5％以下に引き下がり、事
実上AFTAが稼動を開始したことで、企業側もようやくAFTAに注目する
ようになった。同年の利用額は前年比174．9％増の25億6，100万ドルに拡大、
CEPT利用率は初めて20％を超え23．0％に達した。
図表4　タイのCEPT活用輸出入額と利用率
単位ニ1（泊万ドル
2O∝ ）年 01年 02年 03年 （M 年 05年 （妬 年 07年
輸 出 13．249，3 12，545．g 13．謀 略．9 16，530．6 21，脚 2．6 23．892．0 27，209．7 封 ，879．0
う ち FT A 利 用 852．0 1，079．9 1．451．1 2，三60．7 4．075．4 5．145．7 5．獣）8．8 7．854．7
FT A 利 用 率 6，硝 8．飢 10．銚 15．5先 19．3％ 21．5％ 20．2％ 22．5％
（参 考 ）除 シ ン ガ ポ ー ル 11．5％ 14．彿 17．7％ 23．0％ 27．5％ 30．仇 28．2％ 30．9％
絵 入 11，脱 ，6 11．053．0 lL 朗 8，3 13，679．7 17，4顔），6 23，同 3．9 25．152．3 27，214．8
う ち P TA 利 用 553．1 619．1 919．8 1，459．9 2．464．9 3，545．7 3．105．6 3，053．0
FT A 利 用 率 5．0％ 5．6蔦 7．8％ 10．71 14．1％ 15．41 12．割 11，2％
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2CO7年におけるタイのCEPTを活用した城内輸出額は78億6，471万ドルと
なった。特にタイからのCEPTを使った輸出はインドネシア向けが多く、
全体の3分の1（25億9，424万ドル）を占める。これにマレーシア（18億6，471
万ドル）、ベトナム（18億4，337万バーツ）が続く。その結果、2007年の利用
率は30．9％と初めて3割台に到達した。同利用率を国別に見ると、インドネ
シア向けが50．7％と最も高く、これにベトナム（利用率45．1％）、フィリピ
ン（同40．9％）が続く。その一方、マレーシア向けは、2002年以降6年間、
20、22％台で停滞している。マレーシア向け輸出においてCEPT利用率が
低い背景には、これまでマレーシアは自動車輸入に対し、CEPT関税を付与
してこなかったことがある。
マレーシアを含めASEAN先行加盟国は、2002年迄に全てのn品目の
CEPT関税を0～5％に削減することが求められていた。しかしマレーシ
アは国民車メーカーが主流である国内自動車産業の保護・育成を目的に、完
成車につき留保を要請、2000年の非公式ASEAN経済相会議で、特例として
一時除外品目（TEL）からILへの移行を05年1月まで猶予することが認め
られた。その後、マレーシアは1年前例しくの年）で完成車をTELからⅢに
移行させ、完成車のCEPT関税率を40～190％（改正前60～300％）に、更に
2005年には20％、そして翌06年3月に5％以下に引き下げた。しかし
ASEAN最大の自動車産業と市場を抱えるタイは、「マレーシアの輸入許可
書（AP）制度は実質的な輸入制限である」として、マレーシア車の輸入に対
しCEPT税率付与を拒否した。以降、タイとマレーシアと二国間で協議が
続けられてきたが、2007年6月にタイ政府はマレーシア製自動車につき
CEPT関税5％を適用するとともに、06年3月に遡って実施することを決定
した。今後、CEPTを活用した自動車輸出が拡大することにより、利用率も
伸張するとみられる。
輸出において企業がFTAを活用するか否かを決定する際、（りFTAを使
えばどの程度関税が引き下がるか、②輸出相手国で、当該輸出品が投資恩典
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図表　5　タイの相手国別CEPT活用輸出額と利用率
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〔注】ただし利用率はシンガポールを鎗き雷出。
〔賃料〕タイ高揚曹外四賃轟蘭、ワールドトレードア
トラス
などにより無税扱いとなっていないか、③手続きコストに見合うだけの輸出
量があるか、その上で④当該品目の原産地規則がクリアできるか、などを中
心に判断する。ジェトロが2（氾7年11～12月にかけて在タイ日系製造業を対象
に行ったアンケート調査では、回答のあった148社のうち「FTAを活用して
いる」と回答した企業は18．8％であった。また「活用を検討中」と回答した
企業は38．4％となり、合計6割弱の企業はFTAを活用するか、もしくは利
用を検討するまでになっている。「全く活用予定なし」とした企業は59社で、
回答企業の42．8％を占める。
これら「全く活用なし」と回答した企業に理由を尋ねたところ、実にほほ
半分を占める44．8％の企業は「輸出先での一般関税が既に低い」と回答して
いる。またこの理由に次いで「輸出先で輸入関税が既に減免されている」と
した回答が32．8％で続く。
実際には、産業競争力向上などを目的に、原材料や部品など、既にMFN
関税が撤廃され、CEPTを利用する必要がない品目も増えてきている。
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ASEAN各国の総品目数に占める関税撤廃品目数の比率を見ると、シンガ
ポールの99．9％を筆頭に、マレーシアでほほ5割に達する。これにベトナム
（28．89も）、インドネシア（23．9％）が続く。一方、フィリピンは比較的関
税が低いものの、関税撤廃品目数比率は4．2％にとどまっている。タイは
ASEAN先行加盟国の中で唯一、平均関税率2桁を維持し、関税撤廃品目数
比率も5．3％に過ぎない。
図表6　ASEAN各国の実効税率における関税撤廃品目
国名 総 品目数
平均 MFN
税率 （％）
関税撤廃 （MFN）
品 目数 比率 （％）
タイ 5，931 11．7 313 5．3
イン ドネシア 8，745 7．8 2，088 23．9
マ レー シア 12，593 9．7 6，158 48，9
フ ィリピン 11，490 7．8 483 4．2
シンガポール 10，705 0．0 10，699 99．9
ベ トナム 10，689 18．5 3，078 28．8
〔注〕平均MFⅣ税率は従量税の品目を除き算出。ただし従
量・従価税いずれかの場合、従価税を用いた。
〔資料〕ConsolldatedCEPTPackage2007より作成
機械機器およびそこに含まれる輸送機器について、主要ASEAN各国の
MFN税率とAFTAのCEPT税率（各々単純平均）とを比較した。機械機
器に比べ、特にこれまで各国が重点的に産業育成を行ってきた輸送機器分野
で関税水準が高い。その税率はASEAN先行加盟国単純平均で20％弱、ベト
ナムに至っては40％弱に達する。
CEPT活用による関税削減メリットを計るため、MFN税率とCEPT税率
との特恵マージンをみると、輸送機器では平均で凡そ10％台後半の特恵マー
ジンを享受できる。特に輸送機器の中でも完成自動車（CBU）の輸入関税は
各国とも非常に高い。同輸入税率は、ベトナムで約％、インドネシア、マ
ー63－
レーシアで60％、フィリピンで30％に達するが、CEPTにより各国とも5％
にまで引き下げられている。域外国は高関税に阻まれASEAN市場参入が
難しい一方、ASEAN加盟国はCEPT活用により、有利な条件で域内市場に
輸出することが出来る。
図表7　主要ASEAN4カ国の機械機器関税削減状況
品 H種 類 国 名
MFN 関税 （2（氾7年 ） CEPT 関税 特 想 マ ー
ン ノ品 目 数 MFN 平均 蘭 税 撤 廃 率 CEPT 平均 関 税 撤 廃 率
機 械 機 器
イ ン ドネ シ ア 2．657 6．6 45．5 1．3 73．1 －5．2
マ レー シア 4．175 9．1 54．2 0．6 88．8 －8．5
フ ィリ ピ ン 4，105 8．2 8．7 2．0 56．2 －6．2
ベ トナ ム 3，601 17．6 37．5 7．2 53．0 －10．4
輸 送 機 器
イ ン ドネ シア 459 19．9 21．1 3．4 31．4 －16．5
マ レー シア 1．189 19．2 25．0 1．3 74．0 －17．9
フ ィ リ ピ ン 1，429 17．8 3．5 3．8 18．3 －14．0
ベ トナ ム 1，026 38．4 9．6 21．3 16．2 17．1
〔資料〕Consollda仁edCEPTPackage2007より作成
冒頭に紹介した通り、2007年におけるタイのCEPT利用輸出上位5品目
は、自動車および部品が独占している。アジア自動車調査月報によれば、同
年、タイの自動車生産台数の実に92．0％は日系企業によるものであり、
AFTAの最大の受益者は日系企業である。
②　輸入面でのCEPTの活用
タイにおける輸入のCEPT利用率は、輸出に比べ伸び悩んでいる。タイ
税関によれば、2003年にCEPT利用率は11．6％と2桁になり、2005年に同
16．4％にまで高まったものの、以降、利用率は下落している（前掲図表4）。
利用率が伸び悩む理由に、既に多くの企業で原材料や部品の関税を支払って
いないことが挙げられる。在タイ日系企業に対して実施した前出のジェトロ
・アンケート調査によると、回答企業148社のうち輪入時に「FTAを活用し
ている」とした企業は14．9％を占める22社であった。また「活用を検討中」
－64－
と回答した企業は35．1％であり、残り50％の企業は「全く活用予定はない」
としている。それら「全く活用予定はない」とした企業に理由を尋ねると、
実に63．5％を占める47社が「投資恩典スキームで既に関税免税を享受してい
るため」と回答した。これに「一般関税が低く、FTAのメリットなし」と
の回答が17社23．0％で続く。
タイを含め東南アジア各国は、輪出向け製品に使われる原材料・部品の輸
入関税については、投資恩典により免税される場面が多い。タイは投資委員
会（BOI）が奨励対象業種への投資促進を目的に、認可プロジェクトに対し
法人税や機械輸入関税を減免している。更に原材料や部品については、輸出
向け製品に使われるものに限って輸入関税が免税される。そのためBOI認
可企業は、国内に供給する製品に使われる原材率ト・部材のみ関税を支払えば
いい。
しかし原材料、部材の輸入関税自体も、近年タイの産業競争力強化を目的
として関税体系の見直しにより低水準化している。2003年以降でも、2度に
わたって大きな見直しが実施されている。一部を除き、基本的に完成品10％、
半完成品5％、原材料1％へと大幅に見直し、簡素化され、原材料や半完成
品は既に現行のCEPT税率程度に引き下がっている。2004年時点の単純平
均MFN税率は20．6％であったが、2007年には11．7％へと半減している（前
掲図表6）。
日系家電メーカーC社は、BOIの投資奨励恩典を受け、2ドア冷蔵庫、洗
濯機を年間各々100万台、150万台を生産しているが、タイ国内向けは各々
6％、5％のみである。原材料の樹脂レジンはシンガポールから調達してい
るものの、BOI投資奨励恩典により輸出向けに使われる分は全て免税されて
いる。一方、国内向けは、AFTAでもMFNでも5％の関税が課されており、
AFTAを使わず、関税を支払って輸入しているという。
タイの機械機器における関税削減状況をみると、機械機器全体で平均
MFN税率は7．6％であるが、中でも最も関税率が高く、その水準もほぼ20％
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に達しているのが輸送機器である。CEPT利用することで得られる特恵
マージンは、機械分野で3～5％台であるが、輸送機器では平均で16．0％に
達するなど突出している（図表8）。タイ税関によれば、CEPTを使った輸
入上位品目（HS4桁ベース）は「石炭および練炭、豆炭（HS2701）」が最も
多く106．5億バーツ、これに「自動車部品および付属品（HS8708）」（78．3億
バーツ）、「乗用車（HS8703）」（25．1億バーツ）、「エンジン部品（HS飢09）」
（22．1億バーツ）など、CEPT利用上位品E＝こ特恵マージンが大きい輸送機
器分野が名を連ねている。
図表8　タイの機械機器関税削減状況
品 目種 類
MFN 関 税 （2007年 ） CEPT 関 税 特 恵 マ ー
ジ ン品 目 数 M FN 平均 関税撤 廃 率 CEPT 平均 関税 撤廃 率
機 械 機 器 1，372 7．6 8．6 1．8 55．8 －5．7
一 般 機 械 581 4．2 4．1 0．5 59．8 －3．7
電 気 機 器 376 8．1 15．2 2．2 54．8 －5．9
輸 送 機 器 183 19．8 10．4 3．8 24．1 －16．0
精 密 機 器 232 5．5 7．8 0．7 85．3 －4．8
【注〕MFNはHS7桁、CEPTは8桁表示のため各々品目数が異なる。
〔資料〕ConsolidatedCEPTPackage2007より作成
タイでは完成車輸入で最大80％の関税が課されるが、2007年6月にマレー
シア車のCEPT適用が決まったことで、マレーシアからの完成車輸入は拡
大することが見込まれる。マレーシア最大の自動車メーカー「プロトン」は
AFTAの恩恵を受けるべく域内市場開拓に力を注ぎ始めた。プロトンはイ
ンドネシアに自動車組立工場を構えているが、近年、城内での販売ネット
ワーク拡充に力を入れ始めた。ASEAN最大の市場を抱えるタイでも
CEPT税率付与決定を受けて、プロトンは2007年9月に地場プラナコン・
オート・セールス社と販売代理店契約を締結、07年11月末のバンコク・モー
ターショーへの出展を皮切りに販売を開始した。プロトンは2∝娼年1～8月
の間で2，057台を販売した。
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これまで日本はASEANを第3国輸出拠点として位置付ける場面が多
かった。近年、通貨危機下からの脱却に加え、中間層の台頭、現地通貨高に
よる購買力向上により、市場としての魅力が徐々に高まっている。そのため
在ASEAN日系企業の役割はこれまでの「第3国輸出拠点」中心から「内需
向け供給拠点」としての機能を併せ持つようになっている。ジェトロ調査に
よれば、タイにおいて売上高に占める輸出比率が70％を超えている輸出指向
型企業の比率は、2002年度時点で全体の45．0％を占めていたが、2007年度時
点では11．7ポイント減の33．3％となるなど、国内向け比率が高まっている。
今後、タイの市場開拓を狙う企業にとって、原材料や部品の関税が低減化さ
れるFTAの重要性が増していくであろう。
③　AFTA活動こむけた日系企業の課題
AFTA構想が登場する前、ASEAN各国は各々高い関税障壁により国内
市場を守ってきた。そのため各国市場に参入するには投資による現地進出が
前捷条件であった。生産品が重複するにもかかわらず、大手電気メーカーを
中心に、次々とASEAN各国に生産拠点を設置、各国市場に参入していった。
しかしこれらASEAN大に分散され過ぎた中小規模の製造拠点が、今では
FTA利用の足初になりかねない。
2003年にAFTAによる関税が5％以下になって以降、日本企業の間では
輸出向けの大規模製造拠点に集約する方向でASEAN拠点の生産・調達体
制の再構築が進展してきた。しかし大量の従業員を抱える工場や世界的に知
名度が高い企業の場合、その撤退は当該国において社会的な影響を及ぼし、
また企業イメージを傷つける可能性がある。こうした企業はこれまで撤退を
せずに、特定製品製造への特化、城内各国への供給など生産品目を調整する
ことで何とか凌いできた。
しかし東南アジアの家電市場は現在、サムスンやLGなど特定国で集中生
産を図る韓国系企業との間で俄烈な兢争が繰り広げられ、もはや競争力強化
－67－
のための合理化に一刻の猶予も許されない状態である。例えばタイの液晶テ
レビ市場において、初めて液晶テレビがタイ市場に投入された2003年は日系
の販売シェアが60％であったのに対し、韓国系は40％であった。しかし2（刀7
年では日系が38％にまでシェアを落とす一方、韓国系はシェアを49％にまで
高めた。
これまでブラウン管（CRT）製造を担当し、マレーシア、インドネシア、
タイにCRT製造工場を持っていた松下電器グル，プのMT映像ディスプレ
イ社は、2006年7月にマレーシア工場の操業を停止、更にタイ工場も2007年
9月にラインを停止、清算手続きを開始した。インドネシア工場も同年9月
に生産停止を発表していた。しかし10月下旬に工場閉鎖に反対するデモが発
生、デモ隊は副大統領府、国会、投資調整庁をまわり、日本総領事館前で
シュプレッヒコールをあげる等示威活動を行った。インドネシアで発生した
デモは、これまでASEAN大で広範な生産拠点を持つ企業に、改めて撤退の
難しさを思い知らせた。
現在、既存のネットワークを日系企業が維持し続け、同様の製品を複数国
間で作り続けることは、AFTAやその他のFTAを十分には活用できず、工
場の集約化・効率化、そして国際競争力酎ヒの足棚となる懸念ある。日系企
業は一刻も猶予がない兢争力敵化と社会や企業に与えるイメージの狭間に立
ち、難しい舵取りを迫られている。
（2）タイ・インドFTA
タイはASEANの枠組みの下、インドとFTA交渉を進めていると同時に、
二国間でも交渉している。両国は2003年10月に「インド・タイFTA構築に
かかる枠組み協定」11を締結、同協定をもとに、2（泊5年3月までの合意を目指
し、2∝旭年1月に交渉を開始した。途中、タイの政治混乱・クーデターによ
り交渉はストップしたものの、2007年12月には新聞各紙がタイ政府高官の話
として「交渉妥結」を伝えるなど、締結・発効まで最終段階にきていた。と
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ころがインド側のASEANとの交渉妥結を優先したいとの意向を受け、交渉
は一旦停止された。
タイ・インドFTA（TIFTA）では、枠組み協定により82品日の関税削減
・撤廃を行う早期関税引き下げ措置（EHP）が実施された。82品目は熱帯果
実、シーフード缶詰、家電製品、自動車部晶などで構成され、両国共通であ
る。EHP対象品日のMFN税率（ベースは2004年1月時点）を、04年9月に
は50％、翌05年9月には75％をそれぞれ削減、最後に06年9月に関税を撤廃
した。
もともとインドはアジア地域の中でも最も関税の高い国の一つであり、わ
ずか82品目の関税削減・撤廃であったが、EHPによって一気にタイからの輸
出が急増した。その結果、これまで長年続いてきた対インド間貿易赤字は、
2005年に一気に黒字に転じ、2007年にはその黒字幅が6億1，667万ドルにま
で拡大した。インド産業界は、事前に何の相談もなくEHPを進めた政府に
対し強く反発するなど、EHPがインド側に与えたインパクトは大きい。以
降、インドがFTA交渉に対し、慎重且つ警戒心を持って臨むようになった
のは、タイとのこの苦い経験があったためとみられる。
EIIP開始前の03年には6億3，900万ドルであったタイのインド向け輸出は、
4年後の2007年には約4．5倍の28億5，251万ドルにまで拡大した。一方、
EHP対象82品巨＝土、03年で6，腿0万ドルに過ぎなかったが、2007年には5．9
倍増の3億8，糾6万ドルに拡大した。EHP対象82品目の中で輸出が急増した
のはエンジニアリング・プラスチックのポリカーボネートやエアコンを中心
とした一部である。中でもポリカーボネートが1億1，494万ドル12で82品目
の3割超を占め、これにエアコン（3，700万ドル）、ブラウン管（3，216万ド
ル）が続く。その結果、インド向け輸出におけるFTA利用率も拡大してい
る。2007年時点でFTAを利用した輸出額は約4億ドルで、利用率はわずか
82品日にも関わらず14．0％に達している。2007年において、FTAを活用し
た主な輸出品目は、（9ポリカーボネート、（むカラーテレビ、（釘アルミニウム、
－69－
④エアコン、⑤ブラウン管、などである。
図表9　タイの対インド貿易とEHP対象82品眉
金 初 （1（灯万 ドル ） シェ ア （％ ）
刀刃3 04 05 鵬 07 2∝13 山 05 06 07
輸 出 639．0 頸）5．4 1，518．6 1．815．3 2，ま泣．5 1鵬 ．0 1（敗 0 10）．0 1（沿．0 1（軋 0
EHP対 象 82品 目 65．6 146．2 337．8 368．1 388．5 10．3 16，1 22．2 20．3 13．6
輸 入 877．5 L 13＆ 1 1，274．8 1．625．5 2．235．8 1（X）．0 lCの．0 1α）．0 1（知．0 l（X）．0
EHP 対象 82品 E 72．6 70．4 88．3 10L3 84．6 8．3 6．2 6．9 6．2 3．8
（注〕07年はESコードがこれまでのHS2の2からHS2仰7に変更されたことに伴い、対象品昌の中で関税番号が
変更になった品目もある。インド税関発表のHSZα）7に基づくEE対象82品日をもとに、2伽7年は作成し
た。
〔嚢料】ワールドトレードアトラスをもとに著者が作成
現在、タイはカラーテレビを生産している日本企業数がASEANの中で最
も多く、ソニー、シャープ、日本ビクター、日立製作所、松下電器、東芝の
6社が参入している。これらの企業の多くはEIIP開始以降、インド向け輸
出を強化している。中でもソニーはEHP開始によりインドの製造拠点を閉
鎖、タイからの輸出に切り替えるなどドラスチックに生産を再編した。
家電分野でもEHPは生産再編を促した。三洋電機はEHPを使ってエア
コンをタイからインド市場に輸出するため、シンガポールのエアコン工場を
閉鎖、タイに移管した13。また日立製作所もEHPを活用してタイからエアコ
ンを輸出している。タイの貿易統計によれば、2007年におけるタイからイン
ド向けエアコン輸出台数は完成品のみで46万7，203台であった。このほとん
どがEHPを使って輸出されたものである。
一方、好調に推移するインド向け輸出に比べ、輸入は伸び悩んでいる。
EHP対象82品目のインドからの輸入は、関税引き下げが始まる前の2003年
の7，260万ドルから06年には1倍130万ドルに拡大したものの、07年は再び
8，460万ドルに減少している。総輸入に占めるシェアはその間8．3％から3．8
％に下落している。品目ではEHP開始前の2003年には鉄・非合金鋼半製品
の輸入がEHP全体の41．7％を占めていた。EHP開始以降、同措置の対象と
なる自動車用ギアボックスの輸入が一気に本格化した。これはトヨタがイン
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ドのバンガロトール工場でギアボックスを生産、EEPを活用しタイで輸入、世
界戦略車IMVハイラックス・ヴイーゴに供給、搭載したものである。2003年
時点ではギアボックスの輸入実績は皆無であったが、2007年にはEHP82品
目の輸入額の43．0％（3，567万ドル）を占めるまでになっている。
輸出に比べ、輸入の利用率は低率に甘んじている。2005年以降、利用率は
3％以下、2007年も1．7％にとどまっている。
図表10　タイの対インド貿易におけるFTA利用
単位：100万ドル
05年 06年 07年
輸 出 1，518．6 1，815．3 2，852．5
うち FTA 利 用 266．7 328．1 398．7
FTA 利 用 率 17．6％ 18．1％ 14．0％
輸 入 1，272．1 1，622．2 2，084．2
うち FTA 利 用 37．0 44．9 34．8
FTA 利 用 率 2．9％ 2．8％ 1．7％
資料：商務省、税関、ワールドトレードアトラス
（3）タイ豪州FTA
インドのEHPに代表される部分的なFTAではなく、タイが品目全体を
対象とする二国間FTAに踏み出したのはオーストラリアが最初で、これに
ニュージーランドが続く。タイ・オーストラリアFTA（TAFTA）は物品貿
易のみならず、サービスや投資、人の移動も含まれた包括的なものである。
TAFTAは両国首脳立会いのもと2004年7月にシドニーで調印され、翌05年
1月に発効した。
オーストラリアはTAFTA発効と同時に全品Eの83％の関税を撤廃、残
りの品巨は段階的に削減、2015年中に撤廃する予定である。一方、タイは原
材料、燃料類を中心に全品目の約49％を発効と同時に即時撤廃した。全
5，討5品日の多くは2010年迄に撤廃される。更に2015年迄に撤廃率を96．1％
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に、そして更に10年後の2025年には完全に撤廃される。
タイの通関統計によれば、オーストラリア向け輸出はFTA発効前の04年、
24億5，351万ドルであった。07年は前年比40．1％増の61億4，099万ドルにまで
拡大するなど、発効前に比べ2．5倍に拡大した。中でも顕著に拡大したのが、
ここでも自動車輸出である。
タイの対世界自動車輸出は、瞞年に3万8，966台と初めて50万台を突破、
07年には69万1（泊台となり、初めて国内販売（63万1，251台）を上回った。タ
イ通関統計によれば、FTA発効前の2004年の対豪州輸送機器（HS87）輸出
は7億4，498万ドルであったが、2005年には12億3，691万ドルへと前年比66．0
％増を達成した。それ以降も順調に輸出は拡大し、2007年には同61．5％増の
24億5，674万ドルとなり、タイの輸送機器輸出全体の17．9％を占めるなど、
タイ最大の輸出先になった。またタイの豪州向け輸出の中で見ると、輸送機
器は40．0％を占めるまでになっている。
オーストラリアの自動車輸入関税は、FTA発効前4～5％であったが、
TAFTA発効により即時撤廃された。本田技研工業のアジア大洋州地域本
部長を兼ねるアジア・ホンダ・モーターの大山社長は、2006年8月に開催さ
れたタイ経済セミナーで、2（氾4年に5，730台であったアコードとシビックに
代表される乗用車の対豪州向け輸出は、2005年には約3倍増の14，1（カ台に
なったと報告している。同年におけるホンダのタイからの自動車輸出は
45，096台であり、約3割超は豪州向け輸出である。また2007年の豪州向け輸
出については言及していないものの、同氏は2008年2月に「2007年のタイか
らの完成車輸出は78，799台となった」と語っている。バンコク日本人商工会
議所自動車部会によれば、2007年に自動車を輸出した最大の企業はトヨタ自
動車で、23万7，3勤台、三菱自動車が14万6，252台、ホンダはこれに次ぐ。タ
イにおいて自動車生産のほとんどは日系企業が担っており、TAFTAによる
最大の受益者は日系企業である。
TAFTAにより貿易が拡大する一方、直接的ではないものの、当事国双方
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に製造拠点を持つ企業では、拠点の統廃合・再編が起こった。2007年におけ
る豪州の自動車市場は104万8，892台となり、初めて1∝）万台に到達した。三
菱自動車は豪州にはトレンスパーク草体組立工場が、またタイにはレムチヤ
バン工場を持っていた。これまで豪州三菱自動車はTAFTAによる関税撤
廃もあり、輸入販売面で好調な一方、トレンスパーク工場で生産しているガ
ソリン大型車「380」は世界的な原油高の煽りを受ける形で販売不掛こ陥っ
ていた。三菱自動車は豪州トレンスパーク工場を2008年3月末で閉鎖するこ
とを決断した。今後は輸入販売に注力するが、FTAを使ったタイからの輸
出増加が期待される。
TAFTAを利用しているのは自動車企業が中心ではあるが、それ以外の分
野でも一部で活用されている。豪州において冷蔵庫の関税率は5％であるが、
TAFTAにより関税が撤廃されたことを機に、E］系家電メーカーC社は少な
いながらも輸出を開始、年間3，000台を輸出したという。大手家電メーカー
E社は、これまでTAFTAの活用実績はないものの、タイが自動車用オー
ディオ製品の生産拠点になっていることから、FTAの活用を検討している
という。
WTOによれば、豪州は2006年時点で農業製品を中心に全品目の49．8％で
既にMFN関税を撤廃している。また単純平均関税率は3．5％であり、東南
アジア各国に比べ低率である。しかし図表11の通り、輸出におけるTAFTA
の利用率は、6割台に達している。タイのCEPT利用率がやっと30％を超
えたことを鑑みると、その利用率は非常に高い。商務省によればFTAを活
用している主な品目は、①商用車、②政急車、③エアコンおよび同部品、④
加工した魚、（諺宝石、などである。
FTAの利用率が高い最大の理由は、豪州が第3国向け輸出加工拠点では
なく、最終消費市場として位置付けられているためである。タイの豪州向け
輸出は、豪州市場を対象とした最終消費財が主で、原材料・部品が主体の
ASEANとは様相を異にする。
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一方、輸入において利用率は10％台前半と、利用率は低迷している。利用
されている最大の品目は、亜鉛鉱であり、これに麦芽、アルミ板等、羊毛が
続くなど利用品目上位には最終消費財はない。
図表11タイの対豪州貿易にあけるFTA利用
単位：100万ドル
05年 06年 07年
輸 出 3，153．1 4，382．8 6，141．0
う ちFTA利 用 2，121．6 2，745．7 4，066．7
FTA利 用 率 67．3％ 62．6％ 66．2％
輸 入 3，246．5 3，436．5 3，829．6
う ちFTA利 用 476．1 473．9 436．9
FTA利 用 率 14．7％ 13．8％ 11．4％
資料：商務省、税関、ワールドトレードアトラス
（4）ASEANの枠組みでのタイのFTA
（む　ASEAN中国FTA（ACFTA）
ASEANの枠組みで締結しているASEAN中国FTAの物品貿易において、
タイの中国向け輸出におけるACFTA利用率は、2005年で6．7％、2006年で
2桁に達したものの、2007年は11．1％にとどまるなど伸び悩んでいる。
FTAを使ったタイの主な中国向け輸出品は、①キャッサバ、（参ゴム、③灯
油、④ポリカーボネート、⑤涯青石油、⑥生鮮果物である。特にキャッサバ
はEHPが開始された2003年10月から中国向け輸出が拡大、ACFTAの長大
の恩恵を受けている品目である。
それに対し、中国からの輸入においてACFTAの利用はほぼ皆無に等しい。
図表12の通り、05～06年の利用率は1％未満であった。2007年に利用額は3
億8，的0万ドルに増えたものの、依然として利用率は低く2．3％に過ぎない。
FTA締結当時は、中国製品がタイ市場を席巻するのではと懸念されていた。
実際に中国からの輸入は2002年から07年の間、年率32．3％という脅威の伸び
一丁4－
図表12　タイの対中国貿易におけるFTA利用
単位：100万ドル
05年 06年 07年
輸 出 9，104．4 11，797．1 15，933．4
うちFTA利 用 613．7 1，450．4 1，769．4
FTA利 用 率 6．7％ 12．3％ 11．1％
輸 入 11，163．4 13，615．2 16，356．4
うちFTA利 用 21．0 99．3 378．5
FTA利 用 率 0．2％ 0．7％ 2．3％
注：2（氾5年のFTA利用は、EHを除き7、12月。
資料・：商務省、税関、ワールドトレードアトラス
率で拡大してきた。しかし利用率がわずか2％台前半にとどまっていること
からも、中国からの輸入拡大はACFTAによるものではない。中国
ASEANビジネス評議会の許寧寧副会長は、「FTAを利益に変える方法はも
ちろんのこと、ほとんどの中国企業はFTAすら知らない」とした上で、「中
国商工会議所、産業団体はこの損失に責任がある。出来る限り早く、中国企
業にFTAを広める責任がある」14と語っている。
またタイのセンシティブトラックの中には、洗濯機やエアコンなど主要な
家電製品が指定されており、現在までのところ関税引き下げは行われていな
い。関税引き下げが開始されるのが、センシティブ品目で2012年、高度セン
シティブ品目で2015年である。但し前者は2018年までに5％にまで簾やかに
引き下がるのに対し、後者は2015年に50％以下に引き下がるのみ。
しかし近年、日本企業の間には中国から正規の関税を払って輸入する動き
もある。タイのデパートなど店頭ではよくドラム式洗濯機を数多く見かける。
しかし日系家電メーカーD社によれば、タイの洗濯機市場においてドラム式
洗濯機は需要の4、5％を占めるに過ぎず、タイで生産するメリットはない
という。洗濯機はACFTAでセンシティブトラックに含まれ、ACFTA特
恵関税は利用出来ないものの、ドラム式洗濯機を販売ラインナップに加える
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ため、中国工場からMFN税率での輸入を開始した。
07年1月にはACFTAは関税引き下げの第2段階、09年1月には第3段
階を迎える。これまでACFTA利用率が低かったのは、ACFTA特恵税率
がMFN税率を上減るという逆転現象が数多くの品目で生じ、ACFTAを活
用出来る品目が限られていたことも一因である。しかしACFTA特恵税率
の更なる引き下げにより、この間題が解消された品目を中心に、ACFTAも
徐々に利用されていくことが期待される。
中国とタイと両方に拠点がある企業などの場合、品目によっては集中生産、
ACFTAを活用した相互供給が検討できる。特に輸送コストが比較的安価
なもの、もしくはジャスト・インタイムなど定時配送が求められない品目な
どについては、ACFTAを活用出来る可能性が高い。日系自動車部品会社B
社は、「ジャストインタイム」が求められる自動車部晶の場合、中国から
の調達での対応は難しいという。同社は、今後も中国とASEANとは各々が
自己完結型になるとし、各々に立地する企業がマーケットに供給していくと
する。
②　ACFTAで発生するリ・インボイス問題
今後、関税の引き下げに伴い日系企業の活用も期待できるACFTAであ
るが、利用する上で問題もある。近年、アジアに複数の拠点を持っている企
業において、地域統括拠点や日本本社などに決裁事務や為替リスクの集中管
理による効率化を行うネッティングセンター機能を付与する場面が見られる。
これらは仲介貿易、もしくは三角貿易とも呼ばれるが、製造国からの仲介国
宛インボイスを一旦発行するものの、更に仲介国は輸出国宛に新たなインボ
イスを発行することから、「リ・インボイス」として知られている。
ジェトロが2007年11～12月にかけて行ったアンケート調査では、在中国日
系製造業295社のうち仲介貿易を使ってアジア域内に輸出しているのは49社
（利用比率：16．6％）であった。仲介を行っている国は「日本」が最も多く、
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利用している企業の61．2％を占めた。これに香港（同36．7％）、シンガポール
（同8．2％）が続く。
一方、在タイ日系製造企業141社のうち、アジア城内向け輸出で仲介貿易を
使っている企業は23杜で利用比率は15．3％である。これら企業が仲介貿易を
行っているのは在中国日系企業と同様に「日本」が最も多く69．6％のシェア
を占め、これにシンガポール（同39．1％）が続く。在タイ日系企業の場合、
仲介貿易は「物流の総合的な効率化」を目的とする企業が約4割を占め、こ
れにネッティングなどによる「為替リスクの軽減」と「輸出者名義の変更」
が17．4％で続く。
現在、仲介貿易の利用規定を入れ込むなど「リ・インボイス」を適用対象
とするFTAも多い。しかし仲介貿易は「FTAに無関係な第3回および伸
介企業にFTAの恩悪を付与するもの」、「仲介国が不当に利益を計上、価格
上昇を通じて輸入国が不利益を被る」などその取引自体に疑問を呈している
国もある。ASEAN中国FTAでは条文上「リ・インボイス」については言
及がない。一方、ASEAN中国FTAは、協定自体には伸介貿易に関する記
載がないことから、各国で「リ・インボイス」の取り扱いが異なり、非常に
利用しにくいとの声が寄せられている。在タイ家電メーカーE社はACFTA
を活用し、センシティブ品目でないプロジェクター、照明器具などを中国か
ら調達している。マレーシアが香港経由で中国から輸入する際は、マレーシ
ア税関ではACFTA特恵関税が享受出来る。同様に香港経由でタイが輸入
した場合、タイ税関でACFTA特恵関税の利用につき否認されたという。
一方、中国については、中央政府はり・インボイスの利用を認めていないも
のの、実際の通関現場ではり・インボイスを使った取引が認められていると
いう。
タイ税関はジェトロのインタビュTに対し、「ACFTAでのリ・インボイ
ス利用については、交渉時にASEAN側が中国に対し利用できるよう提案し
たものの、中国側は受け入れを拒否した」とした上で、更に「中国が実務的
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に認めていることは知っている。しかしタイは協定に基づき受け入れること
は出来ない」として、リ・インボイスを認めていないのは、協定に沿った措
置であるとした。リ・インボイスを巡り、協定締結国間の運用が異なってい
るのが現状である。締結国間の運用の相違はFTAの予見可能性が低いこと
を意味し、企業にFTA活用を躊躇させる一因になっている。
（5）日本との二つの経済連携協定と日系企業の期待
日本はタイとの二国間EPAを2007年11月に発効させた。日本側の関税撤
廃率は貿易額ベースで約92％である一方、タイ側は約97％となり、各々10年
以内に達成する。JTEPA締結交渉は2004年2月に開始されたものの、クー
デターなどタイの政治的混乱による空自期間もあり、発効までに3年9カ月
を要した。関税引き下げ交渉は、交渉が開始された2∝姥年のMFN（最恵国
待遇）税率をベースに行われたが、発効までの3年9カ月の間、タイ側は関
税体系の抜本的見直しを含め複数回にわたってMFN税率を引き下げた。そ
の結果、11月1日から通用されたJTEPA特恵税率につき、全体の4分の1
の品目でMFN税率を上回っている。この状態は年々解消されていく。
JTEPAに約1年遅れて、日本ASEAN包括的経済連携協定（AJCEP）が
2008年中に発効する。準備が整った国から順次参加するため、タイがいつ参
加出来るか現時点では確定していないが、二国間EPAとAJCEPとが同時
並行的に運用されることになる。
AJCEPにおけるタイ側関税率表によれば、全5，516品目のうち、晶E］ベー
スで舶．8％を占める2，469品目が発効と同時に関税が撤廃される（図表13）。
段階的撤廃品目を勘案すると、全品目に占める関税撤廃品目数は、2011年に
は同60％、2013年には同80％を超える。一方、除外品目は、魚および同製品、
コーヒー、お茶、パーム油、たばこ、エンジン、自動車、二輪車など％品目
（シェア1．7％）である。
ジェトロ調査によれば、在タイ日系企業の国・地域別調達比率は、現地詞
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達が最も高く盟．9％に達する。これに日本からの調達が31．5％で続くなど
調達の約三分の一は日本に依存している。これら在タイ日系企業、特に内需
向け製品を製造している企業は既存の投資奨励恩典など免税措置とJTEPA、
AJCEPとで、どちらが自社に有利になるか検討する必要がある0
図表13　AJCEPの年次別関税撤廃品目数
撤 廃 時 期
撤 廃 品 目数 撤 廃 品 目
累 計 割 合
2008年 中 （発 効 時 ） 2，469 44．8％
2010年 1月 1日 2，686 48．7％
2011年 1月 1 日 3，368 61．1％
2012年 1月 1日 3，389 61．4％
2013年 1月 1日 4，472 81．1％
2014年 1月 1日 4，496 81．5％
2015年 1月 1日 4，594 83．3％
2016年 1月 1日 4，929 89．4％
2017年 1月 1日 5，112 92．7％
2018年 1月 1日 5，343 96．9％
※即時撤廃（A）、段階的撤廃（B）のみを計算
（資料）E］ASEAN包括的経済連携（AJCEP）協定書（英文）
ジェトロがAJCEPとJTEPAを比較したところ、AJCEPにおいて発効
日以降も関税が残存する2，951品昌のうち2，758品目で関税率が異なる。その
うち2，169品日は、JTEPAを活用するほうが、より恩恵を受けられる。一方、
AJCEPの方がより低関税の恩恵を受けられるのは589品日。詳細をみると、
紙・製紙分野が最も多くその数は111品巨＝こ達する。これに電気機器（糾品
目）、プラスチック及び同製品（80品目）、ゴム及び同製品（66品削、一般
機械（62品目）が続く。
利用者は、次の2点に注意する必要がある。まず①JTEPAとMFN税率
に加え、AJCEPの関税率表の計3つを比較・検討したうえで、より税率が
－79一
低い方を選択する必要があること、更に③AJCEP・JTEPA双方の関税分類
はHS2002がベースであるが、実際の輸入通関はHS2007で行われているこ
と、である。2008年7月7日に関西経済連合会他関西経済団体5機関合同で
「経済連携協定の推移と利用促進に関する要望」を、首相をはじめ関係省庁
に送付、その中でAJCEPと二国間EPAとで二重構造となり、「それぞれの
使い分けに苦慮することが容易に推測される」として懸念を表明している。
日系自動車部品メーカーA社の調達額のうち、日本からの調達は現在、約
半分である。今後、日本からの調達の点数自体は増えることはないが、金嶺
的には増加する見込みである。これまでタイで販売されていたモデルは、日
本で販売されているものから一世代以上前のものであった。近年、インター
ネットの普及により情報の即時性が実現、日本とアジアとで嗜好が類似化す
るとともに、同時期にブームが盛り上がる傾向にある。そのため自動車各社
は近年、販売拡大には日本国内モデルを短期間のうちにタイ市場に投入する
ことが不可欠になってきた。最新技術が取り入れられている場合、すぐには
現地調達出来ず、日本からの輸入に依存せざるを得ない。そのため同社はこ
の部分で日本とのEPAを活用しようとしている。
5．東アジアの統合深化に向けて
2008年12月、ASEANはインド、そして豪州・NZとFTAを締結する。
これによってASEANは東アジアサミット参加国全てとFTAを締結するこ
とになる。次のステップとして、広域のFTAが有識者の間で検討されてい
る。まずASEAN＋3で構成され韓国・中国が推進する東アジアFTA
（EAFTA）構想、そして東アジアサミット参加国で構成され日本が後押し
するる東アジア包括的経済連携構想（CEPEA）である。今後、閣僚間や首脳
間で、政暗闘交渉に移行するか否かにつき議論されていくことになろう。そ
の中でもASEANは投資を引き寄せるため、自らの求心力を維持しなければ
ならない。そのためには「ドライビングシート」に座っているASEAN自ら
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の統合の深化が不可欠である。
ASEAN自らの統合の深化に向けた取り組みは、CEPTの原産地規則にも
及び、改善が繰り返されている。これまでAFTAの利用条件は「ASEAN累
積付加価値率40％以上」であった。2∝姥年9月に開催された第18回AFTA
評議会では、「部分累積」を認め、AFTAの活性化を期待した。部分累積は、
ASEAN累積付加価値率が40％未満の構成部品でも、現地調達率20％以上で
あれば、現地調達部分はASEAN累積に算入出来るようにするもの。
更には産業界の要請を受ける形で、小麦粉、木製品、アルミニウム製品、
鉄・鉄鋼分野で実質変更基準の一つ「関税番号変更基準」も選択肢の一つと
して使えるようにし、更には対象範囲を優先統合分野にも拡げた。2007年に
開催された第20回AFTA評議会では、原産地規則を「選択型」へ移行する
ことで合意、2008年8月に新ルールが導入された。これによって在ASEAN
企業の原材料・部品調達の自由度が格段に高まり、このことがASEAN製品
のコスト競争力拡大に加え、CEPT利用を確実に後押しすることになろう。
AFTAはこれまで複数の問題点を内包しながら運用されてきた。まず①
関税削減・撤廃の前倒し等変更がAFTA評議会やASEANサミットで合意
されるものの、必ずしも全てが議定書の形で約束されているわけではないこ
と、②決定事項は協定、修正議定書、SLやHSLを定めた議定書、コミュニ
ケ、原産地規則、原産地証明書発給手続き等複数に散らばっていること、③
拘束力が弱く、期限遵守が徹底されないなど予見可能性が低いこと、である。
特に、関税削減措置実施の遅延は、企業の投資計画立案を困難にしており、
AFTA加速化を見込んだ投資意欲に水を注している。
この間題を解決すべくASEANはブループリントで、CEPT協定自体を包
括的な協定として見直す。現在、CEPT協定や関連する文書を一本化、
ASEAN物品貿易協定（ATIGA）に強化する方向で検討、策定が進められて
おり、2008年12月のASEAN首脳会議で採択される。
東アジア経済統合にかかる「ドライビングシート」に座るASEANは、絶
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えず自らの改善が不可欠である。AFTAに代表されるASEANの統合の深
化と、5つのASEAN＋1FTAを通じたASEANの「FTAのハブ化」によ
り、ASEANは投資を引き寄せ、輸出を通じた国際競争力強化につなげるこ
とが可能になろう。
以上
【注】
1村落基金とは全国約7万の村に対し、1村あたり1∝）万バーツを限度とし、1柑1品運
動に基づく具体的なプロジェクトのビジネス化を支援するもの。
2　BIMSTEC参加国は、インド、スリランカ、タイ、バングラデシュ、ブータン、ミャン
マー、ネパール。
3　サマック首相は、料理番租への出演が、憲法の「閣僚の副業禁止」規定に違反するとし
て、憲法違反により、2㈱8年9月に首相の職を解かれた。
4　2008年8月23日付ネーション紙“EUseeks‘Fasttrack’”
5　物品貿易協定は、20（裕年5月、8月の計2回、修正議定書を作成、締結している。
6　タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン、シンガポール、ブルネイ
7　貿易特化係数は、当該品日の輸出額から輸入額を引いた純輸出額を輸出額と輸入額を足
した往復貿易額で除すことで算出される。貿易特化指数が「1」に近ければ近いほど当該
品目の貿易構造は輸出に偏り、比較優位があることを意味する。一方、「－1」に近づけ
ば輸入に偏っていることを意味し、貿易柏手貫の比較優位（自国の比較劣位）を示す。「0」
ならば輸出入が均衡している。
81MVは、革新的多目的車（hnovat10nMultlVehlCle）の意。部品調達、生産、物流の
すべてを日本以外の国々で行うトヨタ初のプロジェクト。
9　林哲三郎「AFTA－ASEAN経領統合の実情と展望、」青木健編著、ジェトロ
10　2（X桁年に修正枠組み協定に署名。
11一般的に、FTAはFreeTradeAgreementを指すが、ここではFreeTradeArea。
12　2（氾5年まで対インド向けEHP輸出の牽引役であったポリカーボネートにつき、鵬年以
降、急ブレーキがかかった。ポリカーボネートを製造、インドに輸出している日系A杜に
よれば、2（沿5年まではEIiPによる関税引き下げでインド向け輸出を拡大させたものの、
2㈱年に入り同製品の一般関税が5％に引き下げられた結果、EHPの関税メリットが喪
失したという。
－82－
13　2（X旭年12月13日付週刊タイ経済
14　2（氾7年11月1日チャイナ・デイリー紙
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